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「持続可能な交通体系のあり方」について「持続可能な交通体系のあり方」について「持続可能な交通体系のあり方」について「持続可能な交通体系のあり方」について

これこれこれこれまで当社は、北海道における基幹的交通機関としまで当社は、北海道における基幹的交通機関としまで当社は、北海道における基幹的交通機関としまで当社は、北海道における基幹的交通機関とし

て公共交通の一翼を担ってきており、今後も地域におけて公共交通の一翼を担ってきており、今後も地域におけて公共交通の一翼を担ってきており、今後も地域におけて公共交通の一翼を担ってきており、今後も地域におけ

る交通手段の確保は重要であると認識しております。る交通手段の確保は重要であると認識しております。る交通手段の確保は重要であると認識しております。る交通手段の確保は重要であると認識しております。

しかしながらしかしながらしかしながらしかしながら、当社の経営状況は極めて厳しく、また当、当社の経営状況は極めて厳しく、また当、当社の経営状況は極めて厳しく、また当、当社の経営状況は極めて厳しく、また当

社が経営基盤を置く北海道は、全国を上回るスピードで社が経営基盤を置く北海道は、全国を上回るスピードで社が経営基盤を置く北海道は、全国を上回るスピードで社が経営基盤を置く北海道は、全国を上回るスピードで

人口の減少が進んでいることから、それぞれの地域特性人口の減少が進んでいることから、それぞれの地域特性人口の減少が進んでいることから、それぞれの地域特性人口の減少が進んでいることから、それぞれの地域特性

に応じた持続可能な交通体系のあり方について、地域のに応じた持続可能な交通体系のあり方について、地域のに応じた持続可能な交通体系のあり方について、地域のに応じた持続可能な交通体系のあり方について、地域の

皆様に早急皆様に早急皆様に早急皆様に早急にご相談にご相談にご相談にご相談を開始させていただきたいと考えてを開始させていただきたいと考えてを開始させていただきたいと考えてを開始させていただきたいと考えて

おりますおりますおりますおります。。。。
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１１１１．「持続可能な交通体系のあり方」に．「持続可能な交通体系のあり方」に．「持続可能な交通体系のあり方」に．「持続可能な交通体系のあり方」に

関する地域への相談について関する地域への相談について関する地域への相談について関する地域への相談について
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①「①「①「①「安全な鉄道サービス」を持続的に維持する安全な鉄道サービス」を持続的に維持する安全な鉄道サービス」を持続的に維持する安全な鉄道サービス」を持続的に維持するためためためため

のののの費用を費用を費用を費用をどのように確保どのように確保どのように確保どのように確保していくかしていくかしていくかしていくか

②鉄道輸送が適している線区か、または他の②鉄道輸送が適している線区か、または他の②鉄道輸送が適している線区か、または他の②鉄道輸送が適している線区か、または他の交通交通交通交通

機関機関機関機関の方が利便性・効率性の観点から適しての方が利便性・効率性の観点から適しての方が利便性・効率性の観点から適しての方が利便性・効率性の観点から適していいいい

る線区かる線区かる線区かる線区か

のののの両方の観点両方の観点両方の観点両方の観点から線区毎に協議会等のご相談から線区毎に協議会等のご相談から線区毎に協議会等のご相談から線区毎に協議会等のご相談の場をの場をの場をの場を設けて、地域設けて、地域設けて、地域設けて、地域

の皆様の皆様の皆様の皆様に対し「に対し「に対し「に対し「持続可能持続可能持続可能持続可能な交通体系のあり方」にな交通体系のあり方」にな交通体系のあり方」にな交通体系のあり方」についてご相談させてついてご相談させてついてご相談させてついてご相談させて

いただきたいと考えております。いただきたいと考えております。いただきたいと考えております。いただきたいと考えております。
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（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント



アアアア 設備の見直しやスリム化、ご利用の少ない駅の廃止や列車の設備の見直しやスリム化、ご利用の少ない駅の廃止や列車の設備の見直しやスリム化、ご利用の少ない駅の廃止や列車の設備の見直しやスリム化、ご利用の少ない駅の廃止や列車の

見直しによる経費節減見直しによる経費節減見直しによる経費節減見直しによる経費節減

イイイイ 運賃値上げによりお客様に応分の負担をしていただく方法運賃値上げによりお客様に応分の負担をしていただく方法運賃値上げによりお客様に応分の負担をしていただく方法運賃値上げによりお客様に応分の負担をしていただく方法

ウウウウ 沿線の皆様に日常的に鉄道をご利用いただく利用促進策沿線の皆様に日常的に鉄道をご利用いただく利用促進策沿線の皆様に日常的に鉄道をご利用いただく利用促進策沿線の皆様に日常的に鉄道をご利用いただく利用促進策

エエエエ 運行会社と鉄道施設等を保有する会社とに分ける上下分離方式運行会社と鉄道施設等を保有する会社とに分ける上下分離方式運行会社と鉄道施設等を保有する会社とに分ける上下分離方式運行会社と鉄道施設等を保有する会社とに分ける上下分離方式
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①「安全な鉄道サービス」を持続的に維持するための費用をどのよう①「安全な鉄道サービス」を持続的に維持するための費用をどのよう①「安全な鉄道サービス」を持続的に維持するための費用をどのよう①「安全な鉄道サービス」を持続的に維持するための費用をどのよう

に確保していくか、以下の選択肢について検討を行います。に確保していくか、以下の選択肢について検討を行います。に確保していくか、以下の選択肢について検討を行います。に確保していくか、以下の選択肢について検討を行います。

（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント
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（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント（１）鉄道を維持するためのご相談のポイント

アアアア 輸送サービスを鉄道として維持すべきかどうか輸送サービスを鉄道として維持すべきかどうか輸送サービスを鉄道として維持すべきかどうか輸送サービスを鉄道として維持すべきかどうか

イイイイ 他の代替輸送サービス（バス等）の方が効率的で利便性が向上他の代替輸送サービス（バス等）の方が効率的で利便性が向上他の代替輸送サービス（バス等）の方が効率的で利便性が向上他の代替輸送サービス（バス等）の方が効率的で利便性が向上

するかどうかするかどうかするかどうかするかどうか

①の検討を行ったうえで、①の検討を行ったうえで、①の検討を行ったうえで、①の検討を行ったうえで、

②鉄道輸送が適している線区か、または②鉄道輸送が適している線区か、または②鉄道輸送が適している線区か、または②鉄道輸送が適している線区か、または、、、、

他の交通機関の方が利便性・効率性の観点から適している線区か他の交通機関の方が利便性・効率性の観点から適している線区か他の交通機関の方が利便性・効率性の観点から適している線区か他の交通機関の方が利便性・効率性の観点から適している線区か

について検討を行います。について検討を行います。について検討を行います。について検討を行います。



（１（１（１（１）鉄道を維持するためのご相談の）鉄道を維持するためのご相談の）鉄道を維持するためのご相談の）鉄道を維持するためのご相談のポイントを検討するにポイントを検討するにポイントを検討するにポイントを検討するにあたりあたりあたりあたり、、、、

➣➣➣➣ 「「「「当社単独で維持可能な線区」と「当社単独では維当社単独で維持可能な線区」と「当社単独では維当社単独で維持可能な線区」と「当社単独では維当社単独で維持可能な線区」と「当社単独では維持することが持することが持することが持することが

困難困難困難困難なななな線区線区線区線区」について、当社の考えを秋口」について、当社の考えを秋口」について、当社の考えを秋口」について、当社の考えを秋口までにお示しします。までにお示しします。までにお示しします。までにお示しします。

➣「➣「➣「➣「当社単独では維持することが困難な線区」当社単独では維持することが困難な線区」当社単独では維持することが困難な線区」当社単独では維持することが困難な線区」については、地域のについては、地域のについては、地域のについては、地域の

交通交通交通交通を確保することを前提に、それぞれの地域を確保することを前提に、それぞれの地域を確保することを前提に、それぞれの地域を確保することを前提に、それぞれの地域に適したに適したに適したに適した「「「「持続持続持続持続

可能可能可能可能な交通体系のあり方」に関し、鉄道をな交通体系のあり方」に関し、鉄道をな交通体系のあり方」に関し、鉄道をな交通体系のあり方」に関し、鉄道を維持する維持する維持する維持するにあたってにあたってにあたってにあたってのののの

新た新た新た新たな方策の策定やバス転換などな方策の策定やバス転換などな方策の策定やバス転換などな方策の策定やバス転換などの選択の選択の選択の選択を含め、地域の皆様を含め、地域の皆様を含め、地域の皆様を含め、地域の皆様へへへへ

のご相談のご相談のご相談のご相談をををを開始させていただきたいと考えております。開始させていただきたいと考えております。開始させていただきたいと考えております。開始させていただきたいと考えております。

➣「当社単独で維持可能な線区」についても、事業のスリム化など➣「当社単独で維持可能な線区」についても、事業のスリム化など➣「当社単独で維持可能な線区」についても、事業のスリム化など➣「当社単独で維持可能な線区」についても、事業のスリム化など

効率化を図るほか、運賃改定などを行うことで維持してまいりたい効率化を図るほか、運賃改定などを行うことで維持してまいりたい効率化を図るほか、運賃改定などを行うことで維持してまいりたい効率化を図るほか、運賃改定などを行うことで維持してまいりたい

と考えております。と考えております。と考えております。と考えております。
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（（（（２）「当社単独で維持可能な線区」２）「当社単独で維持可能な線区」２）「当社単独で維持可能な線区」２）「当社単独で維持可能な線区」とととと

「「「「当社単独では当社単独では当社単独では当社単独では維持する維持する維持する維持することが困難な線区」にことが困難な線区」にことが困難な線区」にことが困難な線区」についてついてついてついて



２．２．２．２．地域特性に地域特性に地域特性に地域特性に応じた応じた応じた応じた

持続持続持続持続可能可能可能可能な交通な交通な交通な交通体系に体系に体系に体系についてついてついてついて
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鉄道は、一般的に大量輸送、高速輸送に適した環境に優しい公共

交通機関と言われている。

• バスや自家用車といった他の交通機関に比べより多くの人を

運ぶことができる。

• 大量輸送によりエネルギー効率が他の交通機関と比べ優れ

ている。

• 他の交通機関と比べ二酸化炭素排出量が少ない乗り物です

大量輸送大量輸送大量輸送大量輸送

（環境に優しい）（環境に優しい）（環境に優しい）（環境に優しい）

• 交通渋滞や朝夕のラッシュに影響されない速達性を有してい

る。
高速輸送高速輸送高速輸送高速輸送

8

輸送量の少ない区間では、鉄道以外の交通機関の方が少ないコス

トで個々のニーズに対応できるなど利便性・効率性の観点から優れ

ている

地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について



○国土交通省「地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画作成のための手引き」2016年3月、19頁より引用 9

地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について



交通機関

１日の輸送力
所要

時間

本数× 定員＝ 輸送力

鉄道

(快速「ｴｱﾎﾟｰﾄ」)
57本 約760人 約43,320人 約37分

空港連絡バス

(市内各路線計)
165本 約45人 約7,425人 約80分

比較

鉄道は､

バスの･･

約3分の1 約17倍 約約約約6666倍倍倍倍 約約約約2222分の分の分の分の1111

(札幌駅から)

(注) 2016年4月1日現在

輸送力がバスの６倍、所要時間は半分

→札幌・新千歳空港駅間は｢鉄道輸送が適している線区｣である

■札幌→新千歳空港間（上り）

大量大量大量大量 高速高速高速高速
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①大量輸送・高速輸送について

地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系についてついてついてついて



■旧江差線の場合
◆ご利用形態に応じ代替バス路線を高校・病院まで延伸◆ご利用形態に応じ代替バス路線を高校・病院まで延伸◆ご利用形態に応じ代替バス路線を高校・病院まで延伸◆ご利用形態に応じ代替バス路線を高校・病院まで延伸

◆利用者のニーズに応じてバス停を設置◆利用者のニーズに応じてバス停を設置◆利用者のニーズに応じてバス停を設置◆利用者のニーズに応じてバス停を設置
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鉄道 バス
路線設定 移設や新設がしにくい 需要に応じ設定
駅（バス停）の設定 移設や新設がしにくい 需要に応じ設定
ダイヤ設定 ⾏き違いなどの制約⼤ 比較的制約は小さい

②鉄道とバスの特徴比較について

地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系についてついてついてついて



鉄道会社はインフラを
「全てセットで自ら所
有」しながら運⾏

■鉄道の場合

■バスの場合 バス会社は
「⾞両」のみを所有
して「運⾏」

86 8 12 5

0 50 100 150

52 23 59 20

0 50 100 150

その他

154

111

■収入＝100とした場合の費用内訳（ＪＲ北海道全社）

輸送に直接必要な費用

施設の維持や修繕等

車両の維持や修繕等

■収入＝100とした場合の費用内訳（道内乗合バス16社計）
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地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系についてついてついてついて



地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について

○駅構内や踏切の側雪等を計画的に搬出する

「予防除雪」を行っている

○雪や氷によるポイントの不転換を防止するため、

ポイント下部にヒーターを設置し、溶かしている

○排雪モータカーなどの除雪機械は、投雪能力等

の向上を図るため、計画的に取り替えている

13

【参考】冬期における安定輸送の確保について

■予防除雪の実施■予防除雪の実施■予防除雪の実施■予防除雪の実施

■ポイント不転換防止対策■ポイント不転換防止対策■ポイント不転換防止対策■ポイント不転換防止対策

■除雪機械の増備・取替による除雪体制の強化■除雪機械の増備・取替による除雪体制の強化■除雪機械の増備・取替による除雪体制の強化■除雪機械の増備・取替による除雪体制の強化

排雪モータカー

排雪モータカーロータリー

積雪寒冷地の鉄道は多大な労力と費用をかけて安定輸送を確保している積雪寒冷地の鉄道は多大な労力と費用をかけて安定輸送を確保している積雪寒冷地の鉄道は多大な労力と費用をかけて安定輸送を確保している積雪寒冷地の鉄道は多大な労力と費用をかけて安定輸送を確保している
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輸送密度4,000人級

輸送密度2,000人級

輸送密度 500人級

道内乗合バス16社計

(※）

輸送に直接必要な費用 ⾞両の維持や修繕等に係る費用
施設の維持や修繕等に係る費用 その他（⼀般管理費等）

130

246

594

111

（燃料費、乗務員の費用など）

（※）国土交通省編「自動車運送事業経営指標2014年版」より作図

■収入＝100とした場合の費用内訳

（収入3億円規模）

（収入20億円規模）

（収入60億円規模）

（収入357億円）

14

②鉄道とバスの特徴比較（コスト構造比較）

鉄

道

鉄

道

鉄

道

鉄

道

地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について

輸送密度500人級の線区では「輸送に直接必要な費用」も賄えない

輸送密度2,000人級の線区では「車両の維持や修繕等に係わる費用」の一部までしか賄えない



列⾞の
運⾏

⾞両の
維持や修繕

施設の
維持や修繕

土地の
保有

ＪＲ

上
（運⾏会社）

若桜鉄道（旧）

下
（保有会社）

沿線２町（⼋頭町、若桜町）

上
（運⾏会社）

若桜鉄道（新）

下
（保有会社）

沿線２町（⼋頭町、若桜町）

現状
（ＪＲ北海道）

上下分離
その１

上下分離
その２

15

【参考事例】

【参考事例】

【参考】鉄道の上下分離方式について

地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系に地域特性に応じた持続可能な交通体系についてついてついてついて



3,800 

2,639 

1,619 

755 

467 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

旧江差線（木古内・江差）

乗用車(全国平均)

航空機(国内線平均)

バ ス(全国平均)

鉄 道(全国平均)

（kJ/人・km）

鉄道の高い環境性は大量輸送が前提であり、ご利用が少な

く１車両に数名しか乗車がない場合は、環境性能が他の交

通機関に大きく劣る

■■■■エネルギー消費原単位エネルギー消費原単位エネルギー消費原単位エネルギー消費原単位(kJ/人･人･人･人･km) ※一人１ｋｍ運ぶのに使うエネルギー量

※交通関係エネルギー要覧２００７年度版（国土交通省総合政策局情報管理部）より。

なお、旧江差線（木古内・江差間）は当社試算値

7,000 8,000

7,889

（2007年度輸送密度：47人）

16

③エネルギー効率について

地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について地域特性に応じた持続可能な交通体系について



３３３３．ＪＲ北海道発足後３０年の経過について．ＪＲ北海道発足後３０年の経過について．ＪＲ北海道発足後３０年の経過について．ＪＲ北海道発足後３０年の経過について

17



（（（（１）発足当時の状況について１）発足当時の状況について１）発足当時の状況について１）発足当時の状況について

①特定地方交通線の廃止

○昭和５５年、日本国有鉄道経営再建促進特別措置法が成立し、翌５６年３月

に同法施行令が公布された。

○施行令で定められた基準により、昭和５２年度から５４年度の旅客輸送密度

により路線を「幹線」「地方交通線」に分類された。

○さらに、地方交通線のうち輸送密度が4,000人/日未満である路線はバスに

よる輸送を行うことが適当であるとして「特定地方交通線」に指定し、廃止

対象とされた。

18

【日本国有鉄道経営再建促進特別措置法による基準】

○幹線系線区 輸送密度 8,000人以上

○地方交通線 8,000人未満

転換対象路線 4,000人未満

・第1･2次特定地方交通線 2,000人未満

・第3次特定地方交通線 2,000人以上4,000人未満

※※※※なおなおなおなお、ピーク時輸送量や平均乗車距離、代替道路の整備、ピーク時輸送量や平均乗車距離、代替道路の整備、ピーク時輸送量や平均乗車距離、代替道路の整備、ピーク時輸送量や平均乗車距離、代替道路の整備状況を状況を状況を状況を勘案し、一部の路線勘案し、一部の路線勘案し、一部の路線勘案し、一部の路線は対象からは対象からは対象からは対象から

除外された。除外された。除外された。除外された。



（（（（１）発足当時の状況について１）発足当時の状況について１）発足当時の状況について１）発足当時の状況について

4,004.1km

3,176.6kmJR北海道北海道北海道北海道発足発足発足発足時時時時（（（（S62.4））））

〈特定地交線廃止〉 ▲821.5km

国鉄北海道総局国鉄北海道総局国鉄北海道総局国鉄北海道総局（（（（S58.4））））

承継路線

特定地交線（第一次）

特定地交線（第二次）

特定地交線（第二次）※承継後廃止

輸送密度輸送密度輸送密度輸送密度4,000人未満の路線は原則当社発足前後に廃止人未満の路線は原則当社発足前後に廃止人未満の路線は原則当社発足前後に廃止人未満の路線は原則当社発足前後に廃止 19

▲634.9km〈特定地交線廃止〉

〈海峡線開業〉 ＋87.8km

2,629.5kmH2.4時点時点時点時点

発足後開業（海峡線）



（（（（１）発足当時の状況について１）発足当時の状況について１）発足当時の状況について１）発足当時の状況について

○当社は営業損益で約500億円に

のぼる大幅な赤字が見込まれた

ことから、事業全体の営業損失を

補うため、経営安定基金(6,822億

円）が設置された。

○この金額は、当時の金利情勢を

勘案して、７．３％の利回りで運用

された場合に、収入の概ね１％の

経常利益を出すことができるよう

に設定された。

20

営業費用

1473億円

営業収益

940億円

営業外損益

521億円

うちうちうちうち

経営安定基金経営安定基金経営安定基金経営安定基金

運用益運用益運用益運用益

498498498498億円億円億円億円

営業損失

533億円

経常損失

12億円

Ｓ６３年度

②経営安定基金の設置



（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について

函館

帯広

旭川

釧路

登別室蘭

小樽

岩見沢

札幌

札幌西

高規格幹線道路の整備が進み、近年無料の供用区間が延びている高規格幹線道路の整備が進み、近年無料の供用区間が延びている高規格幹線道路の整備が進み、近年無料の供用区間が延びている高規格幹線道路の整備が進み、近年無料の供用区間が延びている

有料区間有料区間有料区間有料区間

無料区間無料区間無料区間無料区間

高規格幹線道路の

供用延長 167167167167㎞㎞㎞㎞

鉄道路線鉄道路線鉄道路線鉄道路線

高規格幹線道路高規格幹線道路高規格幹線道路高規格幹線道路

当社発足時当社発足時当社発足時当社発足時((((昭和昭和昭和昭和62626262年年年年４４４４月月月月))))

①高規格幹線道路網の整備状況

釧路

帯広

訓子府

北見

小樽 足寄

札幌

函館

大沼公園

阿寒

旭川

士別剣淵

高規格幹線道路の

供用延長 1,0931,0931,0931,093㎞㎞㎞㎞

現在現在現在現在((((平成平成平成平成28282828年年年年６６６６月月月月))))

21

約６．５倍約６．５倍約６．５倍約６．５倍

S62S62S62S62 H27H27H27H27 増減増減増減増減

保有台数保有台数保有台数保有台数（（（（万台万台万台万台）））） 165165165165 290290290290 約1.8倍約1.8倍約1.8倍約1.8倍

保有率保有率保有率保有率（%）（%）（%）（%） 29292929 54545454 25pt25pt25pt25pt増増増増

◆自動車の保有状況◆自動車の保有状況◆自動車の保有状況◆自動車の保有状況

※自動車保有台数は（一財）運輸調査局データ、北海道自動車統計

より算出

※自動車保有率は保有台数÷住民基本台帳人口で算出



（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について

22

【参考】北海道の航空路線網（平成２８年４月現在）

礼文

(0)

道外への直行便

計207往復

（平成28年度初）

利尻

(36)
稚内

(167)

紋別

(65)

女満別

(681)

中標津

(185)
釧路

(631)

旭川

(889)

丘珠

(173)

函館

(1,460)

新千歳

(16,889)
道外便

11往復

道外便

165往復

道外便

8往復

道外便

6往復

道外便

1往復
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帯広
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千人

◎道外便輸送人員の推移◎道外便輸送人員の推移◎道外便輸送人員の推移◎道外便輸送人員の推移

うち新千歳-道外便

うち新千歳-羽田便

10,133千人増(193%)

・H10  北海道ｴｱｼｽﾃﾑ(HAC)就航

・H14  ｴｱｰﾆｯﾎﾟﾝﾈｯﾄﾜｰｸ(A-net)就航

・H15  HAC丘珠空港に乗入れ開始

・H17  ｴｱﾄﾗﾝｾ就航

・H19  ｴｱﾄﾗﾝｾ定期便から撤退

・H20  ｽｶｲﾏｰｸ羽田-旭川間就航

・H22  ﾌｼﾞﾄﾞﾘｰﾑｴｱﾗｲﾝｽﾞ新千歳-静岡間就航

ANA丘珠空港から撤退

・H24 LCC3社新千歳就航

（Peach、Jetstar、Air Asia）

道内相互間路線

37.4%
56.5%
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◎新千歳空港◎新千歳空港◎新千歳空港◎新千歳空港JR利用ｼｪｱの推移利用ｼｪｱの推移利用ｼｪｱの推移利用ｼｪｱの推移

H4.7.1新千歳

空港ｱｸｾｽ

輸送開始

H23.7.15
新千歳空港

ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙﾘﾆｭｰｱﾙ

〔数値出所〕北海道運輸局「数字でみる北海道の運輸」

※(  )内は、各空港の平成26年度国内線定期便乗降客数（単位：千人）
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（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について

※Ｈ２、Ｈ２７年度国勢調査

札幌圏を含む石狩エリアを除き他のエリアは全て人口が減少してお札幌圏を含む石狩エリアを除き他のエリアは全て人口が減少してお札幌圏を含む石狩エリアを除き他のエリアは全て人口が減少してお札幌圏を含む石狩エリアを除き他のエリアは全て人口が減少してお

り、中には３割以上減少しているエリアもあるり、中には３割以上減少しているエリアもあるり、中には３割以上減少しているエリアもあるり、中には３割以上減少しているエリアもある
23

②地域別の人口変化（Ｈ２年度とＨ２７年度の比較）



地域別1㎢あたり人口密度：Ｈ27年度国勢調査

（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について（２）経営を取り巻く環境変化について

北海道の殆ど北海道の殆ど北海道の殆ど北海道の殆どの地域の地域の地域の地域の人口密度がの人口密度がの人口密度がの人口密度が100100100100人以下である。また、九州人以下である。また、九州人以下である。また、九州人以下である。また、九州とととと比べて比べて比べて比べて

面積が約面積が約面積が約面積が約2222倍であるのに対し人口密度が約倍であるのに対し人口密度が約倍であるのに対し人口密度が約倍であるのに対し人口密度が約5555分の１と人口が散在している分の１と人口が散在している分の１と人口が散在している分の１と人口が散在している

0～100人

100～200人

200～300人

300～500人

500～1,000人

1,000人～

◆北海道
◆九州

24

【参考】北海道と九州の人口比較

北海道北海道北海道北海道 九州九州九州九州 備考備考備考備考

面積面積面積面積((((㎢㎢㎢㎢)))) 83,42483,42483,42483,424 42,23342,23342,23342,233 約約約約2222倍倍倍倍

人口人口人口人口((((人人人人)))) 5,383,5795,383,5795,383,5795,383,579 13,020,72313,020,72313,020,72313,020,723 約約約約1/21/21/21/2

人口密度人口密度人口密度人口密度((((人人人人////㎢㎢㎢㎢)))) 68.668.668.668.6 308.3308.3308.3308.3 約約約約1/51/51/51/5



（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について

※石勝線は昭和56年開業のため、それ以前は夕張線の実績

ローカル線は昭和ローカル線は昭和ローカル線は昭和ローカル線は昭和50505050年度と比較し１０分の１になっている線区もある年度と比較し１０分の１になっている線区もある年度と比較し１０分の１になっている線区もある年度と比較し１０分の１になっている線区もある
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S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H25

函館線（札幌・旭川）

根室線（帯広・釧路）

宗谷線（名寄・稚内）

札沼線（医療大・新十津川）

日高線（静内・様似）

留萌線（深川・増毛）

石勝線（新夕張・夕張）

①鉄道輸送密度の推移（指数）



（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について

札幌圏は概ね増加しており、札沼線（桑園・医療大学間）は３倍以上と札幌圏は概ね増加しており、札沼線（桑園・医療大学間）は３倍以上と札幌圏は概ね増加しており、札沼線（桑園・医療大学間）は３倍以上と札幌圏は概ね増加しており、札沼線（桑園・医療大学間）は３倍以上と

なっている。なっている。なっている。なっている。

※石勝線は昭和56年開業 ※新千歳空港駅は平成4年開業
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札沼線（桑園・医療大学）

千歳線（白石・苫小牧）

函館線（小樽・札幌）

函館線（札幌・岩見沢）

①鉄道輸送密度の推移（指数） [札幌圏]



（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について

■昭和62年度 ■平成27年度

輸送密度輸送密度輸送密度輸送密度500500500500人未満の線区の割合が増加し、人未満の線区の割合が増加し、人未満の線区の割合が増加し、人未満の線区の割合が増加し、2,0002,0002,0002,000人～人～人～人～4,0004,0004,0004,000人の線区人の線区人の線区人の線区

が減少している。が減少している。が減少している。が減少している。 27

(2457.7km)(2629.5km)

稚内稚内稚内稚内

名寄名寄名寄名寄

夕張夕張夕張夕張

東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭

室蘭室蘭室蘭室蘭

中小国中小国中小国中小国

木古内木古内木古内木古内

苫小牧苫小牧苫小牧苫小牧

旭川旭川旭川旭川

東釧路東釧路東釧路東釧路

滝川滝川滝川滝川

帯広帯広帯広帯広

富良野富良野富良野富良野

岩見沢岩見沢岩見沢岩見沢

新得新得新得新得

新夕張新夕張新夕張新夕張

沼ノ端沼ノ端沼ノ端沼ノ端

上川上川上川上川

根室根室根室根室

網走網走網走網走

釧路釧路釧路釧路

函館函館函館函館

長万部長万部長万部長万部

新十津川新十津川新十津川新十津川

札幌札幌札幌札幌

小樽小樽小樽小樽

南千歳南千歳南千歳南千歳

様似様似様似様似

新千歳空港新千歳空港新千歳空港新千歳空港

桑園桑園桑園桑園

北海道医療大学北海道医療大学北海道医療大学北海道医療大学

深川深川深川深川

増毛増毛増毛増毛

留萌留萌留萌留萌

新旭川新旭川新旭川新旭川

白石白石白石白石

五稜郭五稜郭五稜郭五稜郭

①鉄道輸送密度の推移（当社発足時との比較）※承継した特定地方交通線を除く

凡例 S62年度 H27年度 増減 凡例 S62年度 H27年度 増減
500人 未満 11% 26% 15P 8,000人 〜 10,000人 2% 4% 2P
500人 〜 2,000人 32% 32% 0P 10,000人 〜 20,000人 4% 1% -3P

2,000人 〜 4,000人 26% 16% -10P 20,000人 以上 5% 6% 1P
4,000人 〜 8,000人 20% 15% -5P

輸 送 密 度 輸 送 密 度
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・鉄道運輸収入・鉄道運輸収入・鉄道運輸収入・鉄道運輸収入

消費税改定以外で唯一実施した運賃改定

直後のH8（800億円）をピークに減少

・経営安定基金運用益・経営安定基金運用益・経営安定基金運用益・経営安定基金運用益

経済情勢の変化に伴い発足当初の半分以

下まで減少

・人件費・人件費・人件費・人件費

早期退職制度や業務の効率化などにより、

可能な限り削減

・・・・修繕費及び設備修繕費及び設備修繕費及び設備修繕費及び設備投資投資投資投資

国鉄時代に整備した施設の老朽化が進む

ため、増やすべきところ、収支均衡を図るた

め逆に削減

62 63 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

鉄道運輸収入

経営安定基金運用益

人件費

修繕費

設備投資

（億円）

経常損益

（億円）

②鉄道運輸収入、経常損益等の推移

（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について

Ｈ25～Ｈ27

資金確保ため

評価益の実現化

を行っている

新幹線の開業

等に伴う増収



営業費用

1380億円

経常損失

180億円

うち

基金運用益等

270億円

営業収益

920億円

営業損失

460億円

うち修繕費

350億円

営業外損益

280億円

（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について

○安全投資と修繕に関する費用は確実に確保するため、安全に係る費用を先に決めた

うえで全体の収支計画を策定することとし、修繕費は３５０億円を計画している。

○しかし、営業損失は４６０億円となり経営安定基金運用益などでは補いきれず、今後、

１８０億円規模の経常損失を計上することとなる。
29

③今後の収支見通しについて

営業費用

1097億円
営業収益

847億円

営業損失

249億円

うち

基金運用益

242億円

営業外損益

252億円

経常利益

2億円

うち修繕費

183億円

営業費用

1473億円

営業収益

940億円

うち

経営安定基金

運用益

498億円

営業損失

533億円

経常損失

12億円

うち修繕費

304億円

営業外損益

521億円

国等の支援措置（H23～）

･設備投資支援（600億円）

･機構特別債券の発行

国等の支援措置（H28～）

･設備投資支援（600億円）

･修繕費支援（600億円）

【【【【Ｓ６３年度Ｓ６３年度Ｓ６３年度Ｓ６３年度】】】】 【【【【Ｈ２１年度Ｈ２１年度Ｈ２１年度Ｈ２１年度】】】】 【【【【Ｈ２８年度以降Ｈ２８年度以降Ｈ２８年度以降Ｈ２８年度以降】】】】



30

○○○○ 経営安定基金評価益の実現化経営安定基金評価益の実現化経営安定基金評価益の実現化経営安定基金評価益の実現化

○○○○ グループ会社株式の売却・配当要請金額の引き上げグループ会社株式の売却・配当要請金額の引き上げグループ会社株式の売却・配当要請金額の引き上げグループ会社株式の売却・配当要請金額の引き上げ

・札幌駅総合開発㈱・札幌駅総合開発㈱・札幌駅総合開発㈱・札幌駅総合開発㈱

○○○○ 土地・建物の売却土地・建物の売却土地・建物の売却土地・建物の売却

・クロフォード・イン大沼・クロフォード・イン大沼・クロフォード・イン大沼・クロフォード・イン大沼

・ロワジールホテル旭川・ロワジールホテル旭川・ロワジールホテル旭川・ロワジールホテル旭川

○○○○ 鉄道事業の効率化鉄道事業の効率化鉄道事業の効率化鉄道事業の効率化

・使用頻度の低い設備（副本線、踏切等）の使用停止・使用頻度の低い設備（副本線、踏切等）の使用停止・使用頻度の低い設備（副本線、踏切等）の使用停止・使用頻度の低い設備（副本線、踏切等）の使用停止

・旅行センターの一部廃止・旅行センターの一部廃止・旅行センターの一部廃止・旅行センターの一部廃止

・ご利用の少ない駅の廃止・ご利用の少ない駅の廃止・ご利用の少ない駅の廃止・ご利用の少ない駅の廃止

○○○○ グループ運営の効率化グループ運営の効率化グループ運営の効率化グループ運営の効率化 ※※※※Ｈ２６初：２９社Ｈ２６初：２９社Ｈ２６初：２９社Ｈ２６初：２９社 → Ｈ２９初：２２社（予定）Ｈ２９初：２２社（予定）Ｈ２９初：２２社（予定）Ｈ２９初：２２社（予定）

・㈱北海道ジェイアール・コンサルタンツと㈱北海道ジェイ・アール・ビルトとの合併・㈱北海道ジェイアール・コンサルタンツと㈱北海道ジェイ・アール・ビルトとの合併・㈱北海道ジェイアール・コンサルタンツと㈱北海道ジェイ・アール・ビルトとの合併・㈱北海道ジェイアール・コンサルタンツと㈱北海道ジェイ・アール・ビルトとの合併（（（（H28.10予定）予定）予定）予定）

・札幌交通機械㈱と北海道ジェイ・アール・サイバネット㈱との合併・札幌交通機械㈱と北海道ジェイ・アール・サイバネット㈱との合併・札幌交通機械㈱と北海道ジェイ・アール・サイバネット㈱との合併・札幌交通機械㈱と北海道ジェイ・アール・サイバネット㈱との合併（（（（H28.12予定）予定）予定）予定）

・北海道リネンサプライ㈱の売却・北海道リネンサプライ㈱の売却・北海道リネンサプライ㈱の売却・北海道リネンサプライ㈱の売却

（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について（３）経営状況について

【参考】主な自助努力等



■女満別トンネル：大正元■女満別トンネル：大正元■女満別トンネル：大正元■女満別トンネル：大正元(1912)(1912)(1912)(1912)年～年～年～年～

((((石北線石北線石北線石北線 女満別・呼人間）女満別・呼人間）女満別・呼人間）女満別・呼人間）

・トンネル数は全道で176

→ 約1/3が経年50年超、21トンネルは100年超

・経過年数の進行の他に、地山の影響による

変状や冬期の凍結による変状が発生

➣土木構造物の例（トンネル）

■サロベツ川第１避溢橋りょう■サロベツ川第１避溢橋りょう■サロベツ川第１避溢橋りょう■サロベツ川第１避溢橋りょう

：大正：大正：大正：大正15(1925)15(1925)15(1925)15(1925)年～年～年～年～

（宗谷線（宗谷線（宗谷線（宗谷線 徳満・兜沼間）徳満・兜沼間）徳満・兜沼間）徳満・兜沼間）

31

①老朽化した設備の維持更新費用

➣土木構造物の例（橋りょう）

・橋りょう数は全道で3,064

→ 約１/2が経年50年超

→ 約１割が100年超

・経過年数の進行による変状や

軟弱地盤による変状が発生

（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等



■キハ４０形式気動車：■キハ４０形式気動車：■キハ４０形式気動車：■キハ４０形式気動車：

昭和昭和昭和昭和52(1977)52(1977)52(1977)52(1977)年～昭和年～昭和年～昭和年～昭和57(1982)57(1982)57(1982)57(1982)年製年製年製年製

■倶知安駅の運行管理システム■倶知安駅の運行管理システム■倶知安駅の運行管理システム■倶知安駅の運行管理システム

平成８平成８平成８平成８(1996)(1996)(1996)(1996)年製年製年製年製

32

➣車両の例（普通列車用気動車） ➣運転設備の例（運行管理システム）

ディスプレイ：ブラウン管 データ管理：フロッピーディスク

屋根鋼板腐食 雨樋管腐食

台枠部腐食床下排気管腐食

（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等

①老朽化した設備の維持更新費用



新型ＡＴＳ未整備区間

（平成28年6月21日現在）

■耐震補強未施工の高架橋 ■新型ＡＴＳ未整備区間

・営業キロのうち６割が未整備区間

⇒うち３割が特急走行区間

※営業キロは新幹線・海峡線を除く

33

新札幌高架橋：2.3km（平和～上野幌）

千歳高架橋：3.3km（長都～南千歳）

鉄道を維持するためにはこれらに多額の費用が必要となる

（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等

①老朽化した設備の維持更新費用



（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等（４）土木構造物の維持更新等

②過大な設備のスリム化

34

ご利用実態に合わせて縮減し、効率化を図るご利用実態に合わせて縮減し、効率化を図るご利用実態に合わせて縮減し、効率化を図るご利用実態に合わせて縮減し、効率化を図る

必要がある。必要がある。必要がある。必要がある。

○○○○ 石炭石炭石炭石炭・木材などの貨物輸送の全盛時に建設された・木材などの貨物輸送の全盛時に建設された・木材などの貨物輸送の全盛時に建設された・木材などの貨物輸送の全盛時に建設された過大過大過大過大

なななな設備設備設備設備

信号システム、行き違い設備、副本線、側線信号システム、行き違い設備、副本線、側線信号システム、行き違い設備、副本線、側線信号システム、行き違い設備、副本線、側線などなどなどなど

○○○○ 旅客輸送が多かった時代にあわせた旅客輸送が多かった時代にあわせた旅客輸送が多かった時代にあわせた旅客輸送が多かった時代にあわせた設備設備設備設備

極端にご利用の少ない駅など極端にご利用の少ない駅など極端にご利用の少ない駅など極端にご利用の少ない駅など



「持続可能な交通体系のあり方」に関する地域への相談について「持続可能な交通体系のあり方」に関する地域への相談について「持続可能な交通体系のあり方」に関する地域への相談について「持続可能な交通体系のあり方」に関する地域への相談について

当社当社当社当社は、将来にわたり持続可能な形で安全最優先は、将来にわたり持続可能な形で安全最優先は、将来にわたり持続可能な形で安全最優先は、将来にわたり持続可能な形で安全最優先のののの

鉄道鉄道鉄道鉄道事業を運営する社会的な使命を果たすために事業を運営する社会的な使命を果たすために事業を運営する社会的な使命を果たすために事業を運営する社会的な使命を果たすために、、、、

地域地域地域地域における交通手段の確保を前提に、秋口以降における交通手段の確保を前提に、秋口以降における交通手段の確保を前提に、秋口以降における交通手段の確保を前提に、秋口以降にににに

準備準備準備準備が整い次第が整い次第が整い次第が整い次第、それぞれの地域に適した「持続可能、それぞれの地域に適した「持続可能、それぞれの地域に適した「持続可能、それぞれの地域に適した「持続可能

な交通体系のあり方」にな交通体系のあり方」にな交通体系のあり方」にな交通体系のあり方」について、ついて、ついて、ついて、地域地域地域地域の皆様にの皆様にの皆様にの皆様にご相談ご相談ご相談ご相談

をさせていただきたいをさせていただきたいをさせていただきたいをさせていただきたいとととと考えております。考えております。考えております。考えております。
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参参参参 考考考考 資資資資 料料料料
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参考資料参考資料参考資料参考資料

発足当時の鉄道営業キロ・社員数等

会社発足時会社発足時会社発足時会社発足時 主な増減事由主な増減事由主な増減事由主な増減事由 現現現現 在在在在

鉄道営業キロ 20線区 3,192.8km

(S63初)

特定地交線等の廃止

北海道新幹線等の開業

14線区 2,586.7km

(H28初)

鉄道運輸収入 705億円

(S63実績)

H8の800億円をピークに減少

685億円

(H27実績)

旅客輸送人員 103百万人

(S63実績)

札幌圏の利用増加

134百万人

(H27実績)

旅客輸送人ｷﾛ 4,557百万人ｷﾛ

(S63実績)

都市間（長距離）の利用減少

4,320百万人ｷﾛ

(H27実績)

鉄道車両数 1,396両

[うち電車176両､気動車565両]

(S62末)

特定地交線等の廃止

機関車・客車の廃止

電車による共通運用(札幌圏)

1,060両

[うち電車426両､気動車462両]

(H27末)

駅数 619駅

[うち有人駅143駅] (S63初)

特定地交線等の廃止

ご利用の少ない駅の廃止

435駅

[うち有人駅106駅] (H28初)

社員数 約13,000人

(S63初)

業務の効率化

早期退職の実施

約7,100人

(H28初)

37
※会社発足はＳ62.4.1であるが、海峡線の開業前であることから「会社発足時」の諸元は海峡線開業後（Ｓ63）を記載


